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(57)【要約】
　装置が、第1の接地面と、第2の接地面と、アンテナと
、アンテナに結合されるバランとを含む。バランは第1
の接地面と第2の接地面との間に配置される。



(2) JP 2017-502606 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置であって、
　第1の接地面と、
　第2の接地面と、
　アンテナと、
　前記アンテナに結合されるバランであって、前記バランは前記第1の接地面と前記第2の
接地面との間に配置される、バランと
を備える、装置。
【請求項２】
　前記アンテナの少なくとも一部は、前記バランに結合され、前記第1の接地面と前記第2
の接地面との間に配置される、請求項1に記載の装置。
【請求項３】
　前記第1の接地面と前記第2の接地面との間に内層をさらに備え、前記バランは前記内層
内に配置される、請求項1に記載の装置。
【請求項４】
　複数のビアをさらに備え、前記第1の接地面は前記複数のビアによって前記第2の接地面
に結合される、請求項1に記載の装置。
【請求項５】
　前記複数のビアは前記アンテナおよび前記バランを含むアンテナ構造の反射体を形成す
る、請求項4に記載の装置。
【請求項６】
　前記第1の接地面に結合される表面実装技術(SMT)構成要素をさらに備える、請求項1に
記載の装置。
【請求項７】
　前記バランに結合される電気的構成要素をさらに備え、前記電気的構成要素は、伝送線
路、コネクタ、アンテナ給電線、導波路またはその組合せを含む、請求項1に記載の装置
。
【請求項８】
　前記第1の接地面に結合されるパッチアンテナをさらに備える、請求項1に記載の装置。
【請求項９】
　パッチアンテナをさらに備え、前記第1の接地面は前記パッチアンテナと前記バランと
の間にある、請求項1に記載の装置。
【請求項１０】
　前記バランに結合されるダイポールをさらに備える、請求項1に記載の装置。
【請求項１１】
　前記第1の接地面と前記第2の接地面との間に配置される複数のバランに結合される複数
のアンテナ素子をさらに備える、請求項1に記載の装置。
【請求項１２】
　前記複数のアンテナ素子は、前記第1の接地面と前記第2の接地面との間の内層の第1の
エッジに隣接して位置する第1の組のアンテナ素子と、前記内層の第2のエッジに隣接して
位置する第2の組のアンテナ素子とを含む、請求項11に記載の装置。
【請求項１３】
　第3の接地面と、前記第2の接地面と前記第3の接地面との間の第2の内層とをさらに備え
、前記第2の内層内に配置される第2の複数のバランに結合される第2の複数のアンテナ素
子をさらに備える、請求項11に記載の装置。
【請求項１４】
　前記第1の接地面に結合される無線周波数集積回路(RFIC)をさらに備え、前記第1の接地
面は前記RFICと前記複数のバランとの間にあり、前記RFIC内の少なくとも1つのRFチェー
ンは前記複数のアンテナ素子の第1のアンテナ素子に結合される、請求項11に記載の装置
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。
【請求項１５】
　前記RFIC内の複数のRFチェーンが複数のアンテナ素子に結合される、請求項14に記載の
装置。
【請求項１６】
　通信の方法であって、
　アンテナ構造のバランにおいて信号を受信するステップであって、前記バランは2つの
接地面間にある、受信するステップと、
　前記バランの出力において位相調整済み信号を生成するステップと、
　前記アンテナ構造を介して前記位相調整済み信号を放射するステップと
を含む、通信の方法。
【請求項１７】
　パッチアンテナにおいて第2の信号を放射するステップをさらに含み、前記2つの接地面
のうちの1つの接地面は前記アンテナ構造と前記パッチアンテナとの間にある、請求項16
に記載の方法。
【請求項１８】
　装置であって、
　信号を放射するための手段と、
　前記放射するための手段に結合される位相調整済み信号を生成するための手段と、
　前記生成するための手段を接地するための第1の手段と、
　前記生成するための手段を接地するための第2の手段と
を備え、前記生成するための手段は前記接地するための第1の手段と前記接地するための
第2の手段との間に配置される、装置。
【請求項１９】
　前記放射された信号の少なくとも一部を反射するための手段をさらに備える、請求項18
に記載の装置。
【請求項２０】
　前記反射するための手段は、前記接地するための第1の手段と、前記接地するための第2
の手段とに結合されるビア壁を含む、請求項19に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、それらの内容が全体を参照することにより本明細書に明確に組み込まれてい
る、2014年1月8日に出願された共同所有の米国仮特許出願第61/925,011号、および2014年
12月5日に出願された米国非仮特許出願第14/561,680号の優先権を主張する。
【０００２】
　本開示は包括的にはアンテナに関する。
【背景技術】
【０００３】
　技術が進歩した結果、コンピューティングデバイスがより小型に、そしてより強力にな
った。たとえば、小型、軽量であり、ユーザによる持ち運びが容易な、ポータブルワイヤ
レス電話、携帯情報端末(PDA)、ページングデバイスなどのワイヤレスコンピューティン
グデバイスを含む種々のポータブルパーソナルコンピューティングデバイスが現存してい
る。より具体的には、セルラー電話、インターネットプロトコル(IP)電話などのポータブ
ルワイヤレス電話は、ワイヤレスネットワークを介して音声およびデータパケットを通信
することができる。さらに、多くのそのようなワイヤレス電話は、その内部に組み込まれ
た他のタイプのデバイスを含む。たとえば、ワイヤレス電話は、デジタルスチールカメラ
、デジタルビデオカメラ、デジタルレコーダ、およびオーディオファイルプレーヤを含む
こともできる。また、そのようなワイヤレス電話は、インターネットにアクセスするため
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に使用することができるウェブブラウザアプリケーションなどのソフトウェアアプリケー
ションを含む実行可能命令を処理することができる。したがって、これらのワイヤレス電
話は、著しいコンピューティング能力を含むことができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　60ギガヘルツ(GHz)ワイヤレスシステムのようなワイヤレスシステムの場合、デバイス
の送信能力および受信能力を高めるために、単一のデバイス内に複数のアンテナを含むこ
とが望ましい。モバイル通信デバイス内に無線周波数集積回路を含むシステムインパッケ
ージ(SiP)が小型化されるにつれて、SiP内に多数のアンテナを配置するのが難しくなって
きた。アンテナの数を増やす1つのこれまでの手法は、プリント回路(PC)基板の表面上の
接地面上に位置決めされるアンテナを使用することであるが、収容することができるその
ようなアンテナの数は、PC基板の利用可能な表面積によって制限される。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
【図１】擬似八木タイプアンテナを含むワイヤレスデバイスを示す図である。
【図２】図1のワイヤレスデバイスの構成要素のブロック図である。
【図３】図1および図2のワイヤレスデバイスによって使用される場合がある擬似八木タイ
プアンテナの例示的な実施形態の図である。
【図４】無線周波数集積回路(RFIC)と、擬似八木タイプアンテナを含む複数のアンテナと
を含む、無線周波数システムの図である。
【図５】擬似八木タイプアンテナの複数の層を含むモジュールの例示的な実施形態の図で
ある。
【図６】擬似八木タイプアンテナを形成する方法を示す流れ図である。
【図７】擬似八木タイプアンテナを用いる通信の方法を示す流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　添付された図面に関連して以下に記載される詳細な説明は、本開示の例示的な設計の説
明として意図されており、本開示が実施することができる唯一の設計を表すことは意図し
ていない。「例示的」という用語は、本明細書では、「例、事例、または例示としての役
割を果たすこと」を意味するために使用される。「例示的」として本明細書において説明
されるいずれの設計も、必ずしも他の設計よりも好ましいか、または有利であると解釈さ
れるべきではない。詳細な説明は、本発明の例示的な設計を完全に理解してもらうために
、具体的な詳細を含む。本明細書において説明される例示的な設計は、これらの具体的な
詳細なしに実施できることは、当業者には明らかであろう。場合によっては、本明細書に
提示される例示的な実施形態の新規性を曖昧にすることを避けるために、よく知られてい
る構造およびデバイスがブロック図の形で示されている。
【０００７】
　図1は、ワイヤレス通信システム120と通信するワイヤレスデバイス110を示す。ワイヤ
レス通信システム120は、ロングタームエボリューション(LTE)システム、符号分割多元接
続(CDMA)システム、モバイル通信用グローバルシステム(GSM(登録商標))システム、ワイ
ヤレスローカルエリアネットワーク(WLAN)システム、1つまたは複数の電気電子技術者協
会(IEEE)プロトコルまたは標準規格に従って動作するワイヤレスシステム(たとえば、IEE
E802.11ad)、60GHzワイヤレスシステム、ミリメートル波(mm波)ワイヤレスシステム、ま
たは何らかの他のワイヤレスシステムとすることができる。CDMAシステムは、広帯域CDMA
(WCDMA(登録商標))、CDMA 1X、エボリューションデータオプティマイズド(EVDO)、時分割
同期CDMA(TD-CDMA)、または何らかの他のバージョンのCDMAを実現することができる。簡
単にするために、図1は、2つの基地局130および132と、1つのシステムコントローラ140と
を含む、ワイヤレス通信システム120を示す。一般に、ワイヤレスシステムは、任意の数
の基地局と、任意の1組のネットワークエンティティとを含むことができる。
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【０００８】
　ワイヤレスデバイス110は、ユーザ機器(UE)、移動局、端末、アクセス端末、加入者ユ
ニット、局などと呼ばれることもある。ワイヤレスデバイス110は、セルラーフォン、ス
マートフォン、タブレット、ワイヤレスモデム、携帯情報端末(PDA)、ハンドヘルドデバ
イス、ラップトップコンピュータ、スマートブック、ネットブック、コードレスフォン、
ワイヤレスローカルループ(WLL)局、ブルートゥース(登録商標)デバイスなどとすること
ができる。ワイヤレスデバイス110は、ワイヤレス通信システム120と通信することができ
る。ワイヤレスデバイス110は、放送局(たとえば、放送局134)からの信号、1つまたは複
数の全地球的航法衛星システム(GNSS)内の衛星(たとえば、衛星150)からの信号などを受
信することもできる。ワイヤレスデバイス110は、LTE、WCDMA(登録商標)、CDMA 1X、EVDO
、TD-SCDMA、GSM(登録商標)、IEEE 802.11ad、ワイヤレスギガビット、60GHz周波数帯通
信、mm波通信などのワイヤレス通信のための1つまたは複数の無線技術をサポートするこ
とができる。
【０００９】
　さらに、例示的な実施形態では、ワイヤレスデバイス110は、本明細書においてさらに
説明されるように、1つまたは複数の擬似八木タイプアンテナを(たとえば、1つまたは複
数のアンテナアレイの一部として)含むことができる。特定の例では、擬似八木タイプア
ンテナは、2つの接地面間にあるバランを有し、プリント回路基板(PC)のエッジから延在
するダイポールを有するアンテナとすることができる。反射体としての役割を果たすエッ
ジに、またはエッジ付近にビア「壁」を作製するために、接地面間にビアを結合すること
ができる。例示的な擬似八木タイプアンテナが図3～図5を参照しながらさらに説明される
。
【００１０】
　図2は、ワイヤレスデバイス110の構成要素の例示的な設計のブロック図を示す。この例
示的な設計では、ワイヤレスデバイス110は、一次アンテナアレイ210に結合される送受信
機220と、二次アンテナアレイ212に結合される送受信機222と、データプロセッサ/コント
ローラ280とを含む。送受信機220は、複数の周波数帯、複数の無線技術、キャリアアグリ
ゲーションなどをサポートするために、複数の(K)受信機230pa～230pkと、複数の(K)送信
機250pa～250pkとを含む。送受信機222は、複数の周波数帯、複数の無線技術、キャリア
アグリゲーション、受信ダイバーシティ、複数の送信アンテナから複数の受信アンテナへ
の多入力多出力(MIMO)送信などをサポートするために、複数の(L)受信機230sa～230slと
、複数の(L)送信機250sa～250slとを含む。
【００１１】
　一次アンテナアレイ210および/または二次アンテナアレイ212は、図3～図5を参照しな
がらさらに説明されるように、1つまたは複数の擬似八木タイプアンテナを含むことがで
きる。さらに、一次アンテナアレイ210および/または二次アンテナアレイ212は、図4を参
照しながらさらに説明されるように、パッチアンテナのような1つまたは複数の他のアン
テナタイプを含むことができる。
【００１２】
　図2に示される例示的な設計では、各受信機230はLNA240と、受信回路242とを含む。デ
ータ受信の場合、一次アンテナアレイ210は、基地局および/または他の送信機局から信号
を受信し、受信RF信号を与え、その信号はアンテナインターフェース回路224を通して転
送され、入力RF信号として、選択された受信機に与えられる。アンテナインターフェース
回路224は、スイッチ、デュプレクサ、送信フィルタ、受信フィルタ、整合回路などを含
むことができる。以下の説明は、受信機230paが選択された受信機であると仮定する。受
信機230pa内で、LNA240paが、入力RF信号を増幅し、出力RF信号を与える。受信回路242pa
は、出力RF信号をRFからベースバンドにダウンコンバートし、ダウンコンバートされた信
号を増幅およびフィルタリングし、データプロセッサ/コントローラ280にアナログ入力信
号を与える。受信回路242paは、混合器、フィルタ、増幅器、整合回路、発振器、局部発
振器(LO)発生器、位相同期ループ(PLL)などを含むことができる。送受信機220および222
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内の残りの各受信機230は、受信機230paと同様に動作することができる。
【００１３】
　図2に示される例示的な設計では、各送信機250は、送信回路252と、電力増幅器(PA)254
とを含む。データ送信の場合、データプロセッサ/コントローラ280が、送信されることに
なるデータを処理(たとえば、符号化および変調)し、アナログ出力信号を選択された送信
機に与える。以下の説明は、送信機250paが選択された送信機であると仮定する。送信機2
50pa内で、送信回路252paが、アナログ出力信号を増幅し、フィルタリングし、ベースバ
ンドからRFにアップコンバートし、被変調RF信号を与える。送信回路252paは、増幅器、
フィルタ、混合器、整合回路、発振器、LO発生器、PLLなどを含むことができる。PA254pa
が被変調RF信号を受信し、増幅して、適切な出力電力レベルを有する送信RF信号を与える
。送信RF信号は、アンテナインターフェース回路224を通して転送され、一次アンテナア
レイ210を介して送信される。送受信機220および222内の残りの各送信機250は、送信機25
0paと同様に動作することができる。
【００１４】
　図2は、受信機230および送信機250の例示的な設計を示す。受信機および送信機は、フ
ィルタ、整合回路などの、図2には示されない他の回路も含む場合がある。送受信機220お
よび222のすべてまたは一部を、1つまたは複数のアナログ集積回路(IC)、RF IC(RFIC)、
混合信号ICなどの上に実装することができる。たとえば、LNA240および受信回路242は、1
つのモジュール上に実装することができ、そのモジュールはRFICとすることができる。送
受信機220および222内の回路は、他の方法で実装することもできる。RFICはシステムイン
パッケージ(SiP)に含まれる場合があり、システムインパッケージは、図4に示されるよう
なパッチアンテナなどのアンテナも含む。
【００１５】
　データプロセッサ/コントローラ280は、ワイヤレスデバイス110のための種々の機能を
実行することができる。たとえば、データプロセッサ/コントローラ280は、受信機230を
介して受信されたデータ、および送信機250を介して送信されることになるデータのため
の処理を実行することができる。データプロセッサ/コントローラ280は、送受信機220お
よび222内の種々の回路の動作を制御することができる。メモリ282は、データプロセッサ
/コントローラ280のためのプログラムコードおよびデータを記憶することができる。デー
タプロセッサ/コントローラ280は、1つまたは複数の特定用途向け集積回路(ASIC)および/
または他のIC上に実装することができる。
【００１６】
　ワイヤレスデバイス110は、複数の周波数帯グループ、複数の無線技術および/または複
数のアンテナをサポートすることができる。ワイヤレスデバイス110は、複数の周波数帯
グループ、複数の無線技術および/または複数のアンテナを介しての受信をサポートする
複数のLNAを含むことができる。
【００１７】
　図3は、擬似八木タイプアンテナとして構成されるアンテナ302を含み、2つの接地面間
にバラン304を含むアンテナ構造300を示す。アンテナ302は、ワイヤレスデバイス110のア
ンテナアレイ210～212のような、アンテナアレイのうちの1つまたは複数のアンテナとす
ることができる。本明細書において用いられるときに、「アンテナ構造」は、バランおよ
びアンテナを含む構造と定義され、「アンテナ」は、電磁波が送信または受信される場合
がある任意の導電性素子と定義され、「バラン」は、平衡信号(たとえば、差動信号)と不
平衡信号(たとえば、シングルエンド信号)との間を変換する任意のデバイスと定義される
。
【００１８】
　アンテナ302は、ダイポール部分306と、ダイポール部分306をバラン304に結合するワイ
ヤ部分とを含む。バラン304は、入ってくる信号を受信し、ダイポール部分306に与えられ
る位相調整済み信号を生成することなどによって、不平衡信号を平衡信号に変換するよう
に構成される。たとえば、バラン304は、入ってくる信号を受信する入力を有するように
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示されており、2つの信号経路の出力信号間に位相遅延を導入するために異なる長さの2つ
の信号経路を含む。出力信号はダイポール部分306に与えられる。ダイポール部分306は2
つのダイポール「アーム」を含む。各ダイポールアームは、バラン304のそれぞれの信号
経路に結合される。
【００１９】
　アンテナ302の少なくとも一部(たとえば、ダイポール部分306とバラン304との間のワイ
ヤ部分の一部)は、第1の接地面(ground plane)310(たとえば、上側接地面)と第2の接地面
312(たとえば、下側接地面)との間にあるモジュールの内層(inner layer)311内に配置さ
れる。代替的には、接地面間の層は中間層(interlayer)と呼ばれる場合もある。接地面31
0、312は、PC基板のような基板の表面または内側層(interior layer)に位置することがで
きる。複数のビアが導電性「ビア壁」314を形成することができ、ビア壁は2つの接地面31
0、312を互いに結合し、ダイポール部分306の反射体として機能する。
【００２０】
　アンテナ302は、ストリップ線路と、2つの接地面310、312間の内層311内に配置される
バラン給電線とを用いて給電される場合がある。たとえば、バラン304は、フォトリソグ
ラフィおよび金属堆積プロセスを用いることによって、内層311の誘電体材料内に形成す
ることができる。例示するために、誘電体材料は、下側接地面312上に堆積することがで
き、フォトリソグラフィおよび金属堆積プロセスを用いて、下側接地面312の上方にバラ
ン304の導電性ワイヤパターンを形成することができ、バラン304の上方に上側接地面310
を形成することができる。アンテナ給電線、導波路、伝送線路、コネクタなどの1つまた
は複数の電気的構成要素313がバラン304に結合される場合もある。たとえば、アンテナ給
電線は、同調器ユニットおよび/またはインピーダンス整合構成要素を含むことができ、
アンテナへの信号の送信またはアンテナからの信号の受信中に、受信信号を調整するよう
に動作することができる。低損失電波伝送媒体を設けることによって、コプレーナ導波路
のような導波路が動作することができる。アンテナへの、またはアンテナからの伝搬経路
を設けることによって、マイクロストリップまたはストリップ線路のような伝送線路が動
作することができる。バランと、増幅器(たとえば、図2のLNA240paまたはPA254pa)のよう
な別の構成要素との間で信号が伝搬できるようにする接続を設けることによって、コネク
タが動作することができる。
【００２１】
　図3に示されるような、擬似八木タイプアンテナは、2つの接地面にもかかわらず効率的
に放射する。たとえば、擬似八木タイプアンテナはRFモジュールに含まれる場合があり、
ビア壁314のビアは、特定の放射を反射する場所に配置される場合があるが、RFモジュー
ルの外部に信号を放射できるようにする開口部も有する。接地面310、312はそれぞれ、接
地面310、312の反対側にあるアンテナ間の干渉を減衰させるか、または解消するために電
磁遮蔽を与えることができる。モジュールの内層内に含まれるアンテナを(図示されるよ
うに)設計する結果として、面積当たりのアンテナ密度を高くすることができる。たとえ
ば、図4～図5に関してさらに説明されるように、アンテナを複数の層に「積重する(stack
ing)」ことによってアンテナ密度を高めることができ、それらの層は、積重体(stack)内
のアンテナ間の干渉を低減するために接地面によって分離される。
【００２２】
　図4は、複数の擬似八木タイプアンテナ402、404、406、452および454を含む例示的なRF
モジュール430を示す。擬似八木タイプアンテナはそれぞれ、第1の接地面410と第2の接地
面412との間のRFモジュール430の内層411内に存在する。第1の接地面410および第2の接地
面412は、擬似八木タイプアンテナと、RFモジュール430の上面および下面上の構成要素と
の間の干渉を低減するために、放射を遮断することができる。たとえば、パッチアンテナ
のような他のアンテナ460～465が接地面の外層上(たとえば、第1の接地面410がパッチア
ンテナと、擬似八木タイプアンテナのバラン480～484との間にあるような第1の接地面410
上)に位置することができる。
【００２３】



(8) JP 2017-502606 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

　複数の擬似八木タイプアンテナ素子は、第1の接地面410および第2の接地面412の外側に
配置される(たとえば、RFモジュール430のエッジ面から外側に突出する)ダイポール部分
を有し、それらのダイポール部分は、接地面410、412間に配置されるバランに結合される
。ダイポールのうちの1つまたは複数のための反射体として機能するビア壁414が接地面41
0、412間に位置決めされる場合がある。
【００２４】
　RFモジュール430の異なるエッジに隣接して、複数組の擬似八木タイプアンテナが形成
される場合がある。たとえば、第1の組440のアンテナ素子がアンテナ402、404および406
を含むことができ、第2の組442のアンテナ素子がアンテナ452および454を含むことができ
、各アンテナは、図示されるように、それぞれのバラン480～484に結合される場合がある
。RFモジュール430の2つのエッジに沿って2組の擬似八木タイプアンテナを有するRFモジ
ュール430が例示されるが、他の実施態様では、3組以上の擬似八木タイプアンテナが含ま
れる場合がある。たとえば、4組の擬似八木タイプアンテナが含まれる場合があり、RFモ
ジュール430の4つのエッジが擬似八木タイプアンテナを含むように、各組がRFモジュール
430のそれぞれのエッジに隣接する場合がある。
【００２５】
　RFモジュール430は単層の擬似八木タイプアンテナを有するように示されるが、図5に関
してさらに詳細に説明されるように、接地面によって分離される擬似八木タイプアンテナ
の更なる層がRFモジュール内に含まれる場合がある。いくつかの実施形態では、1つのRF
モジュール内に3つ以上のアンテナ層が含まれる場合がある。
【００２６】
　RFモジュール430は、複数のRFチェーン470～474を含む無線周波数集積回路(RFIC)450(
たとえば、混合器、増幅器など)に結合される場合がある。たとえば、RFIC450内に「N」
個のRFチェーン470～474が含まれる場合があり、ただし、Nは1より大きい任意の正の整数
である。RFIC450内の少なくとも1つのRFチェーン470～474は、複数のアンテナ素子(たと
えば、擬似八木タイプアンテナ402、404、406、452および454)の第1のアンテナ素子に結
合される場合がある。第2の接地面412は、RFモジュール430の下側接地面とすることがで
きる。第2の接地面412は、RFIC450とバラン480～484との間に配置される場合があり、RF
モジュール430のアンテナとRFIC450の構成要素との間の干渉を低減することができる。RF
IC450はRFモジュール430(たとえば、PC基板)の下方に示され、RFモジュール430より厚い
ように示されるが、他の実施形態では、RFIC450は、RFモジュール430に対して別の位置を
有することができ(たとえば、隣接する、上方にあるなど)、RFモジュール430に対して異
なる厚さを有することができる(たとえば、RFモジュール430と実質的に等しい厚さ、また
はRFモジュール430より薄い)。RFチェーン470～474は、RFモジュール430の個々のアンテ
ナ素子に結合される場合がある。
【００２７】
　RFモジュール430のアンテナ(擬似八木タイプアンテナ402～406および452～454、ならび
にアンテナ460～465のような他のタイプのアンテナを含む)は、別々に、または1つまたは
複数のアレイの一部として動作することができる。一群のアンテナがアンテナアレイとし
て動作するとき、アレイの各アンテナは、ビームフォーミングのためにRFモジュール430
内のそれぞれの移相器に結合される場合がある。たとえば、RFモジュール430は、複数の
移相器を含むことができる。アンテナアレイの各アンテナは、それぞれの移相器に結合す
ることができる。たとえば、パッチアンテナ460～465はそれぞれ1つの移相器に結合する
ことができ、擬似八木タイプアンテナ402、404、406、452および454はそれぞれ1つの移相
器に結合することができる。移相器はそれぞれアンテナアレイの1つのアンテナによって
送信されることになる信号を受信し、信号に位相オフセットを導入するように構成するこ
とができる。移相器によって生成される各位相シフト済み信号は、アンテナによって送信
するために、移相器に結合されるアンテナに与えられる。アレイ内の複数のアンテナから
結果として生じる位相シフト済み送信は、送信される信号内に強め合う干渉および弱め合
う干渉を引き起こし、結果として、指向性の信号送信(たとえば、ビームフォーミング)を
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もたらすことができる。
【００２８】
　擬似八木タイプアンテナおよび他のアンテナ460～465(たとえば、パッチアンテナ)のよ
うな複数のタイプのアンテナがRFモジュール430に含まれる場合があるので、1つのタイプ
のアンテナを用いる場合と比べて、広い信号カバレッジを与えることができる。たとえば
、1つまたは複数のアンテナアレイが複数のタイプのアンテナを含むことができ、複数の
アンテナが異なる放射パターンを有し、異なる指向性を与えることができる。アンテナア
レイ内の多様なアンテナ位置、アンテナ方位、およびアンテナタイプが、そのアンテナア
レイのための改善された全体カバレッジを与えることができる。
【００２９】
　第1の接地面410上にアンテナ460～465を有するようなRFモジュール430が示されるが、
他の実施形態では、1つまたは複数の表面実装技術(SMT)構成要素のような他のデバイスが
第1の接地面410上に実装される場合がある。たとえば、SMT構成要素は、RFモジュール430
の表面に実装される1つまたは複数の導体、1つまたは複数のキャパシタ、および/または
集積回路(IC)を含むことができる。RFモジュール430の表面上にSMT構成要素を実装するこ
とによって、少ないコストで、よりコンパクトなPCBを可能にすることができる。
【００３０】
　RFモジュール430の1つのエッジに沿って3つの擬似八木タイプアンテナ402～406が示さ
れ、RFモジュール430の別のエッジに沿って2つの擬似八木タイプアンテナ402～406が示さ
れ、図4の第1の接地面410上に6つの他のアンテナ460～465が示されるが、空間の利用可能
性および設計制約に応じて、エッジのいずれかに、および/またはRFモジュール430の任意
の表面上に任意の数のアンテナを配置することができる。いくつかの実施態様では、RFチ
ェーン470～474の数がRFモジュール430のアンテナの数に等しく、各RFチェーンがそれぞ
れのアンテナを専用に使用するが、他の実施形態では、RFチェーンの数はアンテナの数と
は異なり、RFチェーンを選択的にアンテナに結合するか、またはアンテナから切り離すた
めに、スイッチング回路(たとえば、高速クロスバー)が用いられる場合がある。
【００３１】
　接地面410、412間に複数の擬似八木タイプアンテナを含むことによって、アンテナ密度
を改善するために、RFモジュール430の一部として、更なるアンテナ460～465を含むこと
もできる。アンテナカバレッジ、およびビームフォーミングのようなアンテナアレイ応用
例は、単一のRFモジュール430内で多様なアンテナ方位、アンテナ位置およびアンテナタ
イプを用いることによって向上させることができる。したがって、図4は、高いアンテナ
密度を与え、広いアンテナカバレッジおよび高度なアンテナアレイ応用例を提供すること
ができるRFモジュールを示す。
【００３２】
　図5は、複数の接地面と、接地面間にアンテナとを含むモジュール500の例示的な実施形
態を示す。第1の接地面510および第2の接地面512はそれぞれ、モジュール500の上側接地
面および下側接地面とすることができる。第3の接地面514が、上側接地面(510)と下側接
地面(512)との間に位置決めされる。
【００３３】
　第1の複数のアンテナ素子540が第1の複数のバラン542に結合される。第1の複数のバラ
ン542の各バランは、第1の接地面510と第3の接地面514との間の第1の内層511内に配置さ
れる。第1の複数のアンテナ素子540のうちの第1の組のアンテナ素子は、第1の内層511の
第1のエッジ591に隣接して位置することができる。たとえば、第1の組のアンテナ素子の
ダイポールは、第1の内層511の第1のエッジ591から外側に延在し、同じく第1のエッジ591
付近に位置決めされるそれぞれのバランに結合される。第1の複数のアンテナ素子540のう
ちの第2の組のアンテナ素子(図示せず)は、第1の内層511の第2のエッジ592に隣接して位
置することができる。たとえば、第1の組および第2の組のアンテナ素子は、図4に示され
る第1の組440および第2の組442のアンテナ素子に対応することができる。第2の複数のア
ンテナ素子544が第2の複数のバラン546に結合される。第2の複数のバラン546の各バラン
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は、第3の接地面514と第2の接地面512との間の第2の内層513内に配置される。
【００３４】
　図5は単一の接地面によって分離される2つの擬似八木タイプアンテナ層を示すが、他の
実施形態では、1つのモジュール内で3つ以上のアンテナ層が複数の接地面によって分離さ
れる場合がある。その代わりに、またはそれに加えて、図4に示されるのと同様に第1の接
地面510の上面上のパッチアンテナのような、1つまたは複数の他のタイプのアンテナが含
まれる場合もある。モジュール500は、図4のRFIC450のようなRFICに接続することができ
る。たとえば、モジュール500は、接地面510、512、514を通して信号をRFモジュール500
内の異なる層にあるアンテナに転送できるようにするビアまたは他の導電性構造を含むこ
とができる。接地面間の内層内にアンテナを位置決めすることによって、単一のアンテナ
層を用いる場合と比べて、高いアンテナ密度を与えるためにモジュール500内にいくつか
のアンテナを積重することができる。
【００３５】
　図6は、図3のアンテナ構造300のような擬似八木タイプアンテナを設計するための例示
的で、非限定的な方法を示す。602において、ダイポールの全長(たとえば、図3のダイポ
ール部分306の先端間の距離)がある値に設定され、その値は、波長(λ)を2で割った値(λ
/2)に等しい場合がある。たとえば、波長は、擬似八木タイプアンテナによって送信され
ることになる信号の波長(たとえば、60GHzの場合、約5ミリメートル(mm)の波長)に対応す
ることができる。ダイポールの全長に基づいて、ダイポールアーム間の最小間隔が規定さ
れ、ダイポールアーム長が計算される。604において、ダイポールから接地されたビア壁
までの距離(たとえば、図3のビア壁314と、ダイポール部分306のアームとの間の距離)が
、λ/4に設定される。606において、ダイポールから誘電体エッジまでの距離がλ/4に設
定される。608において、ビア壁内のビア間の分離距離が設定される。たとえば、分離距
離は、製造技術によって規定される最小許容ビア分離に設定することができる。
【００３６】
　610において、接地エッジからのバラン距離(たとえば、バラン304と、下側接地面312の
上面との間の分離)が、2つの信号経路に沿ってダイポールまで信号が伝搬する結果として
生じる差動モードの品質が差動信号品質しきい値を満たすように規定される。たとえば、
バラン304は、ダイポール部分306の2つのアームにおいて信号「V1」と「V2」との間に実
質的に180度の位相シフトを生成するように設計することができ、信号V1およびV2は実質
的に等しい振幅を有する。差動信号の品質は、コモンモード(V1+V2)/2と差動モード(V1-V
2)/2との比によって規定することができる。理想的な差動信号は0コモンモード(すなわち
、V1=-V2)を有する。バランと接地面との間の分離は、差動信号の品質が差動信号品質し
きい値以上であるように設定することができる。612において、決定されたダイポールア
ーム長、ダイポールアーム間の間隔、ビア壁とダイポールアームとの間の距離、および接
地面とバランとの間の分離を有する結果として形成されたアンテナがシミュレートされ、
チェック照合が実行される。結果として形成されたアンテナのシミュレーションに基づい
て、十分な帯域幅に達しない場合には、より広い整合のためにバランと接地面との間の分
離を大きくする、より低い中心周波数またはより高い中心周波数に達するようにダイポー
ル長を増減する、および/または他のパラメータを調整するなどの、上記の1つまたは複数
のパラメータを調整することができ、その後、処理を継続するために602に戻ることがで
きる。
【００３７】
　シミュレーションに基づいて、十分な帯域幅に達すると、614において、アンテナパタ
ーン(すなわち、アンテナからの方向変位の関数としてのアンテナからの放射信号強度)が
シミュレートされる。616において、接地サイズ、接地までの距離、誘電体エッジまでの
距離、および/またはビア距離を変更して、アンテナパターンを調整するか、または「同
調させる」ことができる。いくつかの実施形態では、アンテナに1つまたは複数の導波器(
director)(たとえば、八木タイプ共振器素子)を追加して、アンテナサイズが大きくなる
ことと引き換えに、高い利得が得られるようにアンテナ放射パターンを変更することがで
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きる。618において、整合が影響を受けないことを検証するために、アンテナパターンシ
ミュレーションが(616における調整後に)繰り返される。整合が影響を受けた場合には、
パターンおよび整合を同時に調整することができる。たとえば、ダイポールアーム長、お
よび接地面からの距離のようないくつかのアンテナパラメータが、アンテナパターンおよ
び整合の両方に影響を及ぼす。他のアンテナパラメータは、ダイポールに給電する伝送線
路の幅のように、主に整合に影響を及ぼすか、または異なるダイポールアンテナ間の距離
のように、主にパターンに主に影響を及ぼす。パターン調整のためのパラメータを調整す
ることは整合に影響を及ぼす場合があるので、整合に主に(またはもっぱら)影響を及ぼす
1つまたは複数の他のパラメータを調整して、整合を再調整することもできる。同様に、
整合に関するパラメータを調整することは、アンテナパターンに影響を及ぼす場合があり
、アンテナパターンに主に(またはもっぱら)影響を及ぼす1つまたは複数の他のパラメー
タを調整して、パターンを再調整することもできる。それゆえ、アンテナパターンおよび
整合を同時に調整することは、複数のパラメータを調整することを含む場合がある。
【００３８】
　図7は、ワイヤレスデバイス110における送信のような、ワイヤレスデバイスの動作方法
700の流れ図を示す。方法700は、702において、2つの接地面間にあるアンテナ構造のバラ
ンにおいて信号を受信することを含むことができる。たとえば、図4のRFIC450のような、
無線周波数回路から信号が受信される場合がある。例示するために、信号は60GHzワイヤ
レス信号とすることができる。信号は、図3のバラン304(上側接地面310と下側接地面312
との間のバラン304)において受信される場合がある。
【００３９】
　方法700は、704において、バランの出力において位相調整済み信号を生成することと、
706において、擬似八木タイプアンテナを用いて位相調整済み信号を放射することとを含
むこともできる。たとえば、位相調整済み信号は、図3のバラン304において生成される場
合がある。例示するために、バラン304は、バラン304から出力される2つの信号に位相差
を導入するために、第1の経路および第2の経路を介して受信信号(たとえば、60GHz信号)
を分割することができ、ただし、第2の経路は第1の経路より長い経路長を有する。バラン
から出力される2つの信号は、信号をワイヤレス送信するために、アンテナダイポールの
それぞれのダイポールアームに与えることができる。アンテナは擬似八木タイプアンテナ
とすることができ、図3のビア壁314のような、接地面を接続するビア壁によって形成され
る反射体を含むことができる。
【００４０】
　その方法は、パッチアンテナにおいて第2の信号を放射することを含むこともできる。
たとえば、接地面のうちの1つがアンテナ構造とパッチアンテナとの間に存在することが
できる。たとえば、第1の接地面410は、擬似八木タイプアンテナ402のようなアンテナ構
造と、図4の擬似八木タイプアンテナ402および他のアンテナ460に結合されるバランとの
間に存在することができる。第2の信号は、アンテナ構造(たとえば、バランに結合される
擬似八木タイプアンテナ)およびパッチアンテナを含むアンテナアレイにおいてビームフ
ォーミングが実行されるときのような、第1の信号の位相シフトバージョンに対応するこ
とができる。代替的には、第2の信号は、アンテナ構造およびパッチアンテナが異なるワ
イヤレスネットワーク(たとえば、60GHz広帯域データネットワークおよびCDMAタイプ音声
ネットワーク)に異なるデータを送信するときのように、第1の信号から独立している場合
がある。
【００４１】
　受信動作中に、発振する電磁場(たとえば、ワイヤレス信号)が、アンテナの各ダイポー
ルアーム内に信号を誘導することができる(たとえば、誘導される交流)。信号は、バラン
の出力信号を生成するために、バランによって互いに対して位相シフトされ、合成される
(たとえば、加算される)場合がある。バランによって出力される信号は、データプロセッ
サによって処理する前に、フィルタリングおよびベースバンド変換のために、受信チェー
ンに与えることができる。
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【００４２】
　接地面の対間にバランを位置決めすることによって、高いアンテナ密度を達成できるよ
うになる。たとえば、接地面は、RFモジュールの表面層にあるパッチアンテナから、また
はRFモジュールの他の内層にある他のエッジアンテナから、のように、接地面がなければ
他の層にあるアンテナにおける信号送信から生じる場合がある、バランにおける干渉を低
減する。
【００４３】
　説明された実施形態に関連して、装置は、信号を放射するための手段を含む。たとえば
、信号を放射するための手段は、図3のダイポール306、図5の第1の複数のアンテナ素子54
0または第2の複数のアンテナ素子544のうちの1つまたは複数、1つまたは複数の他のデバ
イス、回路、あるいはその任意の組合せを含むことができる。
【００４４】
　その装置は、放射するための手段の入力に結合される位相調整済み信号を生成するため
の手段を含む。たとえば、生成するための手段は、図3のバラン304、図5の第1の複数のバ
ラン542または第2の複数のバラン544のうちの1つまたは複数、1つまたは複数の他のデバ
イス、回路、あるいはその任意の組合せを含むことができる。
【００４５】
　その装置は、生成するための手段を接地するための第1の手段と、生成するための手段
を接地するための第2の手段とを含む。生成するための手段は、接地するための第1の手段
と接地するための第2の手段との間に配置される。たとえば、接地するための第1の手段は
、図3の上側接地面310または下側接地面312、図4の上側接地面410または下側接地面412、
または図5の第1の接地面510、第2の接地面512または第3の接地面514を含むことができる
。接地するための第2の手段は、図3の上側接地面310または下側接地面312、図4の上側接
地面410または下側接地面412、または図5の第1の接地面510、第2の接地面512または第3の
接地面514を含むことができる。
【００４６】
　その装置は、擬似八木タイプアンテナ構造を形成することができる。接地するための手
段はそれぞれ、接地するための手段(図3の接地面310または312)の反対面上のアンテナ構
造間の干渉を減衰させるか、または解消することができる。モジュールの内層に少なくと
も部分的に含まれるアンテナ構造を設計する結果として、アンテナ密度を高めることがで
きる。たとえば、図4～図5に関して説明されたように、接地面によって分離される層にお
いてアンテナを「積重する」ことによって、アンテナ密度を高めることができる。
【００４７】
　当業者はさらに、本明細書において開示される実施形態に関連して説明された種々の例
示的な論理ブロック、構成、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップが、電子ハ
ードウェア、プロセッサによって実行されるコンピュータソフトウェア、または両方の組
合せとして実現できることは理解されよう。種々の例示的な構成要素、ブロック、構成、
モジュール、回路、およびステップは、これまで、それらの機能の観点から包括的に説明
されてきた。そのような機能が、ハードウェアとして実現されるか、プロセッサ実行可能
命令として実現されるかは、特定の適用例と、システム全体に課される設計制約とによっ
て決まる。当業者は、説明された機能を特定のアプリケーションごとに種々の方法で実現
することができるが、そのような実施態様の決定は、本開示の範囲からの逸脱を引き起こ
すと解釈されるべきではない。
【００４８】
　本明細書で開示する例示的な実施形態に関して説明する方法またはアルゴリズムのステ
ップは、直接ハードウェアで、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールで
、またはその2つの組合せで具現化されてよい。ソフトウェアモジュールは、ランダムア
クセスメモリ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、プログラム可能読取り
専用メモリ(PROM)、消去可能プログラム可能読取り専用メモリ(EPROM)、電気的消去可能
プログラム可能読取り専用メモリ(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、リムーバブルデ
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ィスク、コンパクトディスク読取り専用メモリ(CD-ROM)、または当技術分野において既知
の任意の他の形の非一時的記憶媒体内に存在することができる。例示的な記憶媒体は、プ
ロセッサが記憶媒体から情報を読み取り、記憶媒体に情報を書き込むことができるように
、プロセッサに結合される。代替形態では、記憶媒体は、プロセッサと一体に構成するこ
とができる。プロセッサおよび記憶媒体は特定用途向け集積回路(ASIC)内に存在すること
ができる。ASICは、コンピューティングデバイスまたはユーザ端末内に存在することがで
きる。代替形態では、プロセッサおよび記憶媒体は、コンピューティングデバイスまたは
ユーザ端末内に個別の構成要素として存在することができる。
【００４９】
　開示される実施形態のこれまでの説明は、当業者が開示される実施形態を作製または使
用できるようにするために提供される。これらの実施形態に対する種々の変更は、当業者
には容易に明らかになり、本明細書において規定された原理は、本開示の範囲から逸脱す
ることなく、他の実施形態に適用することができる。したがって、本開示は、本明細書に
示される実施形態に限定されることを意図するものではなく、以下の特許請求の範囲によ
って規定される原理および新規な特徴と一致する、取り得る最も広い範囲を与えられるべ
きである。
【符号の説明】
【００５０】
　　110　ワイヤレスデバイス
　　120　ワイヤレス通信システム
　　130　基地局
　　132　基地局
　　134　放送局
　　140　システムコントローラ
　　150　衛星
　　210　一次アンテナアレイ
　　212　二次アンテナアレイ
　　220　送受信機
　　222　送受信機
　　224　アンテナインターフェース回路
　　226　アンテナインターフェース回路
　　230　受信機
　　230pa　受信機
　　230sa　受信機
　　230pk　受信機
　　230sl　受信機
　　240　LAN
　　240pa　LAN
　　242　受信回路
　　242pa　受信回路
　　250　送信機
　　250pa　送信機
　　250sa　送信機
　　250pk　送信機
　　250sl　送信機
　　252　送信回路
　　252pa　送信回路
　　254　電力増幅器(PA)
　　254pa　PA
　　280　データプロセッサ/コントローラ
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　　282　メモリ
　　300　アンテナ構造
　　302　アンテナ
　　304　バラン
　　306　ダイポール部分
　　310　第1の接地面
　　311　内層
　　312　第2の接地面
　　314　ビア壁
　　402　擬似八木タイプアンテナ
　　404　擬似八木タイプアンテナ
　　406　擬似八木タイプアンテナ
　　410　第1の接地面
　　411　内層
　　412　第2の接地面
　　430　RFモジュール
　　440　第1の組のアンテナ素子
　　442　第2の組のアンテナ素子
　　450　無線周波数集積回路(RFIC)
　　452　擬似八木タイプアンテナ
　　454　擬似八木タイプアンテナ
　　460　他のアンテナ
　　465　他のアンテナ
　　470　RFチェーン
　　474　RFチェーン
　　480　バラン
　　484　バラン
　　500　モジュール
　　510　第1の接地面
　　511　第1の内層
　　512　第2の接地面
　　513　第2の内層
　　514　第3の接地面
　　540　第1の複数のアンテナ素子
　　542　第1の複数のバラン
　　544　第2の複数のアンテナ素子
　　546　第2の複数のバラン
　　591　第1のエッジ
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